
篠 栗 町 議 会 定 例 会

平成２８年第３回（９月）

９月８日（一般質問）



１番　　 ２番　　 ３番　　

４番　　 ５番　　 ６番　　

７番　　 ８番　　 ９番　　

１０番　　 １１番　　 １２番　　

副 町 長

総 務 課 長

会 計 課 長

税 務 課 長

住 民 課 長

福 祉 課 長

都市整備課長

学校教育課長

社会教育課長

出席した議会事務局職員

次　　長
係　　長 伴　　　　 秀  代

平成２８年　第３回　定例会　会議録

村 瀨 敬 太 郎

田 辺 弘 之古 屋 宏 治

山 田 眞 士

篠栗町役場　　議事堂

今 長 谷 武 和

栗 須 信 治

平成２８年９月８日　　　　午前１０時

場所

日時

出席議員

教 育 長

町 長

西　　　　 邦　彰

地方自治法第１２１条の規定により出席した者

阿 部 寛 治

産業観光課長

村　嶋　　茂　則  

山　口　　茂　幸

久　芳　　良　行

まちづくり課長

健 康 課 長

黒　瀬　　英　三 

松　田　　秀　幹

村　瀬　　　　 修

財 政 課 長

阿 髙 紀 幸

欠席議員

松 田 國 守

大　塚　　哲　雄

横 山 久 義 大 楠 英 志

立　花　　博　友

荒 牧 泰 範

松　岡　　秀　策

井　上　　勝　則 

野　寄　　　   勇八　尋　　正　記

村　瀬　　治　邦井　上　　伸　一

三　明　　祐　治

上下水道課長

こども育成課長

局　　長

城　戸　　安　行

収 納 課 長

三　浦　　     正

佐　伯　　和　久

城　戸　　清　壽



－ 11 －

開会 午前１０時００分 

○議長(阿部 寛治) おはようございます。 

  本日は、全員出席で開議は成立いたします。 

  傍聴に来庁されました皆様には、本町議会に関心を持たれますことを感謝申し上

げます。 

  傍聴の際は、皆様へ配布しております「一般質問通告書一覧」１ページの注意事

項を熟読されまして、ご協力いただきますようお願いいたします。 

  日程第１、「一般質問」を行います。 

  質問者は、６名でございます。 

  質問時間は、申し合わせにより答弁を除き、１人３０分以内とします。 

  この際、議員の皆様に議事進行に際してのお願いを申し上げます。 

  本会議での議論が活発になることが大事であると考えますので、多少の発言のず

れは認めたいと思います。 

  ただし、リアルタイムでの配信を行っていますので、質問議員も答弁者も、言葉

遣いには気をつけるように求めます。 

  発言内容を精査して、最終日に議長判断を報告させていただきます。 

  ご協力をお願いいたします。 

  それでは、順次、質問を許可いたします。 

 質問順位１番、栗須信治議員。 

○議員(栗須 信治) おはようございます。 

質問順番１番、議席番号３番、栗須信治でございます。 

  冒頭に台風１０号による岩手・北海道豪雨で亡くなられた方、また、被害に遭わ

れた方には、ご冥福を祈りますとともにお見舞いを申し上げます。 

  また、九州を襲った台風１２号では、熊本地震被災者の方には不安な夜を過ごさ

れたことと思います。本町にも大きな被害もなく幸いでございました。 

  それでは、質問に入ります。 

  今日は、「健康寿命を延ばす施策について」お尋ねします。 

  さて、日本時間の今朝、リオデジャネイロ・パラリンピックが開幕しました。 

  パラリンピックは、第２次世界大戦の戦傷病者のリハビリが起源でございます。 

  選手の皆さんには、世界一を目指して頑張ってもらいたいと思いますが、世界一

といえば、日本は世界一の超高齢社会をまっしぐらに進んでおります。 

  官民の知恵を結集し、対応する必要があります。 
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  団塊の世代の人たちが、７５歳以上の後期高齢期を迎える２０２５年に向け、高

齢化が進み要介護認定率の上昇が懸念されます。 

  医療費や介護費を節減するためにも、健康寿命を延ばす施策は重要であります。 

  そこで、健康づくりの観点から、以下四つの点についてお尋ねします。 

  まず、１点目は、篠栗町の要介護認定率の推移であります。 

  ２点目は、高齢者を対象に行われている一次予防事業、二次予防事業の効果はど

うか。 

  ３点目は、福岡県で初の創設で、２２年４月に制度開始された介護ボランティア

制度は約６年を経過しますが、どのように評価されているか。 

  ４点目は、運動を継続している人の健康寿命は長いと言われておりますが、運動

習慣を促す施策に、さらに力を入れてはどうか。 

  以上、４点についてお尋ねします。 

○議長（阿部 寛治） では、答弁をお願いします。 

  井上福祉課長。 

○福祉課長（井上 勝則） 皆さん、おはようございます。 

  栗須議員の「篠栗町における健康寿命を延ばす施策」につきましてお答えいたし

ます。 

  まず、要介護認定率の推移ですが、高齢化率が昨年２７年３月末の２１.５％か

ら今年２８年３月末の２２.２％と１年間で０.７ポイント上昇したのに対しまして、

要介護認定率は、平成２７年３月末の１４.１％から２８年３月末の１４.０％と、

逆に０.１ポイント減少しております。 

  この要介護認定率の数値は、介護保険広域連合３３市町村内で最低の数値となっ

ております。 

  なお、２８年３月末、６５歳以上の認定者数は９８６人でございます。 

  次に、一次、二次予防事業の効果ですが、一般高齢者を対象に行っておりました

一次予防事業、要支援・要介護状態になる可能性の高い高齢者を対象に行っており

ました二次予防事業は、介護予防・日常生活支援総合事業の開始に伴い、それぞれ

一般介護予防事業、介護予防・生活支援サービス事業に移行しております。 

  現在、介護予防・生活支援サービス事業としては、シニアはつらつセミナー、シ

ニアわくわくセミナーの２つの教室を行い、要支援・要介護状態になることを予防

するために、健康運動指導士・保健師にて計画したプログラムをもとに実施してお

ります。 
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  また、一般介護予防事業としましては、健康くらぶ、歩こう会、脳活セミナー、

食と口のセミナー、楽しい音学園、オアシス音楽サロンと６つの事業を行っており、

運動プログラムのみではなく、認知症予防・栄養改善・口腔機能維持を目的に実施

しております。 

  効果といたしましては、要介護認定率の上昇が抑えられていることが示しますと

おり、運動・栄養・口腔・認知の複合プログラムを実施していることが、介護が必

要になる方の増加を抑えていると考えることができます。 

  次に、介護支援ボランティア制度の評価について説明させていただきます。 

  篠栗町の介護支援ボランティア制度が、平成２２年に始まって以来、ボランティ

アの登録者数は、初年度の１２５人から２７年度は１６１人になり、毎年僅かずつ

ですが増加しております。今後は、新規加入及び長期継続を促すために、総合事業

でもこの制度を活用し、篠栗町の高齢者が気軽に行えるボランティアのきっかけと

なるように検討しているところでございます。 

  最後に、運動習慣を促す施策に力を入れてはどうかということにつきましてお答

えいたします。 

  現在、高齢者に対しては、介護予防事業としまして「いつまでも心身ともに自立

して健康に生活できること」を目標に支援いたしております。 

  高齢者一人ひとりの健康意識を高めるのみではなく、今後は高齢者が住み慣れた

地域でいつまでも自立した生活ができるように、地域に根付く介護予防の取り組み

に力を入れていきたいと考えております。 

  そして、平成２８年度の新規事業といたしまして、地域で行われている介護予防

活動をサポートする方、すなわち運動支援サポーターの養成を目的とした「チャレ

ンジセミナー」を開始いたしました。このセミナーでは、参加者自身が自己の健康

や運動習慣を見直すだけではなく、高齢者の心身の特徴や無理なくおこなえる軽度

な運動、ウォーキングなど正しいやり方を習得し、それを地域に持ち帰り、地域の

高齢者とともに継続した運動を推進する予定となっております。セミナーを修了し

た方が、地域で健康寿命を延ばすような活動ができるように、町としても支援して

いきたいと考えております。 

  また、社会教育課では、運動習慣を促す施策といたしまして、３月から１１月ま

で毎週水曜日の午前中、カブトの森の多目的グラウンドにグラウンドゴルフのコー

スを設置し、町民に無料開放をいたしております。毎年延べ約１,２００人が利用

しておりまして、運動習慣の一つの場として定着しつつあると考えております。 
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  また、例年１１月に開いております「ささリンピック」では、園児を対象にした

「キッズサッカー」や小学生を対象とした「サスケ」という障害物競走を取り入れ、

幼少時からスポーツに親しんでもらえるように努めているところでございます。 

  今後は、お互いに連携し、運動習慣を根づかせるように、健康寿命を延ばす事業

の推進を行っていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） では、町長よりどうぞ。 

○町長（三浦 正） おはようございます。 

  栗須議員のご質問に今、福祉課長からそれぞれの項目について答弁いたしました

が、ご質問の冒頭にございましたように、団塊世代が後期高齢者となる７５歳以上

となる２０２５年からの、その後の１０年間の推移というのが、私どもにとって大

変重要な時期になろうかと思っております。 

  お話のように、健康寿命をどれだけ延ばしていくかということが、そこの鍵とな

ってくるわけでございます。 

  従いまして、２０２５年までの、これからの数年間にその手立てをしっかりして

いくことこそ２０２５年問題を解決していく鍵になろうかと思っております。 

  そうした意味からも、健康寿命を延ばすための施策を、来年度これからしっかり

と担当課とともに考えていきながら、さらに篠栗町の町民が健康な高齢者であり続

けることを念頭に、さまざまな取り組みをしていきたいと考えておりますのでよろ

しくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） 質問はございますか。 

  はい、栗須議員。 

○議員（栗須 信治） １点目と２点目の関連で質問をします。 

  篠栗町の要介護認定率が、広域連合内でも低いということは非常に喜ばしいこと

でございます。 

  本町の要介護認定率の低さと予防事業の効果について、例えば、要介護認定率が

何％改善すれば介護サービスが何％不要になるというような結果が確認できると、

高齢者向けの健康教室や運動の普及といった未病での対応策を考えるなど、さらに

具体的な意見が出てくるのではないかと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） 再質問に、井上福祉課長、自席からでいいですよ。 

○福祉課長（井上 勝則） 今のご質問につきましてですが、基本的には、それぞれ

の介護者によって状態がさまざま違いますので、介護率が何％下がったからじゃあ
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どれだけ健康寿命が延びるかという、そういうような統計は行っておりません。 

○議長（阿部 寛治） はい、栗須議員。 

○議員（栗須 信治） 平成２３年から九州大学と共同研究をされ、平成２７年度ま

で５年間の医療や介護費用にどのように影響するか、追跡調査を行ってありますが、

その経過がわかりましたらお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、井上課長。 

○福祉課長（井上 勝則） 今話されましたのは、九州大学機関委員に委託して行っ

ておりました「元気もん調査」高齢者の追跡調査というものだと思います。 

  これにつきましては、今お話しされましたように平成２３年から平成２７年まで

委託しまして調査を行っております。 

  ただ、最終的にもう１年延ばすという形で、平成２８年度も引き続き調査を行っ

ておりますので、最終的な結果は来年度以降に報告する予定となっております。 

  ただ、平成２５年度に各公民館を回りまして、大規模な調査を行っております。

そのときの中間報告といたしまして、九大からの報告を受けました。その内容とい

たしましては、各それぞれ個人の握力、つまり腕の力ですね、それと歩く速さ、つ

まり足腰の強さ、それと健康寿命、これには明確な相関関係があるという、そうい

った報告を受けております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、栗須議員。 

○議員（栗須 信治） この、大学の機関や企業の研究機関と、こうやって研究調査

を行い、データを作って確実な施策を打っていくという上では、非常に大事だと思

いますので、今後も継続していただきたいと思います。 

  次に、３点目の介護ボランティア制度のところで質問をいたします。 

  ボランティアの登録者の数が今１６１人というふうに言われましたが、今後も増

やしていかないといけないと思いますが、その増員策は何か考えでありますか。 

○議長（阿部 寛治） 井上課長。 

○福祉課長（井上 勝則） 今までは、ボランティアを受けた後に、各それぞれボラ

ンティアカードにスタンプを押してもらっておりました。それを実際は、オアシス

篠栗か、若しくは役場までボランティアポイントカードを持って押しに来ていただ

いたのですが、それではボランティアの方々の労力が大変なるということで、今年

度からそれぞれのボランティアを行った事業所でもポイントカードを押せるように

改善したところでございます。 
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  それ以外につきましても、今後検討していきたいと思っております。 

○議長(阿部 寛治) はい、栗須議員。 

○議員(栗須 信治) 全国に先駆けてですね、東京都の稲城市で、やはり介護ボラン

ティア制度が始まっております。 

  そこのですね、調査結果というのがありまして、このボランティアを増やすため

に、知らせるために、どこで知ったかという調査があるんですが、広報・ホームペ

ージで知ったというのが約１８％、友人・知人の口コミが５７％という調査結果が

出ております。そこで１６１名いらっしゃいますが、この方たちのですね、口コミ

というのが、今後増員策として大事じゃないかと思いますので、その辺はぜひ参考

にしていただきたいと思います。 

  ４人に１人が高齢者となった時代、最大の人的資源は高齢者でございます。 

  高齢者が高齢者を支え、地域貢献や社会活動をすることにより、健康寿命も延び

地域福祉の向上にも繋がると思いますので、さらに推進していただきたいと思いま

す。 

  次に、４点目ですが、先ほど回答がありましたように、運動支援サポーターの養

成をしていくということでありましたが、非常に私も賛成でございます。 

  今の健康事業いろんな教室というのは、オアシス篠栗を拠点として健康づくり事

業が進められております。 

 でも、将来的には、地域に広げていく必要があると思います。 

  そのためにはですね、こういう運動支援サポーターという方たちも大事ですが、

やはり健康づくり推進委員というような行政区選出の委員が必要ではないかと考え

ますが、いかがですか。 

○議長(阿部 寛治) 町長、どうぞ。 

○町長(三浦 正) ただいま栗須議員からお話がありましたように、地域で運動をし

ていこうという雰囲気を盛り上げるという意味でも、地域にそのような推進委員を

配置する、或いは設定していくということは大変重要なことであろうかと思います。 

  ただ一つ、運動に限らずですね、これから先は校区ごとのコミュニティーの中で、

いろんな地域活動をしていこうという意味でのその一環としての取り組みであれば、

まさに私どもの地域ごとのまちづくりにも連携して求める姿になっていくのじゃな

いかというふうに私も思っておりますので、ただいまのご意見を含めまして、青少

年健全育成推進協議会の中でも取り上げていきながら、地域ぐるみの健康づくりと

いうようなことに、大きく広げていきながら取り組んでまいりたいと思っておりま
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すので、よろしくお願いいたします。 

○議長(阿部 寛治) はい、栗須議員。 

○議員(栗須 信治) 運動習慣を末端まで広げるには、日課となるような手軽な運動、

例えば、ウォーキングですとか、健康体操、ラジオ体操など、地域を拠点にして始

めたらどうかと思います。 

  特に、ラジオ体操は、いつでもどこでも運動が苦手な人でも手軽に始められます

し、コミュニケーションづくりも役立つと思いますが、いかがでしょうか。 

  お尋ねします。 

○議長(阿部 寛治) はい、町長。 

○町長(三浦 正) 既に地域によりましては、長年ラジオ体操を続けていらっしゃる

ところがありまして、下町区においては、夏休みを問わず年中みんなでラジオ体操

をするという習慣が根づいておりまして、全国表彰を受けられた経緯もございます。 

  その辺のところ私どもも、今まで以上にもっと全町的に紹介していきながら、そ

れぞれの別の地域におきましても、同様な取り組みが活発に行われるように推し進

めてまいりたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、栗須議員。 

○議員（栗須 信治） 最後になりますが、２０１１年から始まった筑紫郡那珂川町

と福岡大学の連携事業があります。この事業は、運動による認知症予防・介護予防

を目的としたものでございます。 

  その内容は、認知機能低下が疑われる高齢者に対し、１年から２年間運動をさせ

た結果、２０１４年２月現在、認知症の発症はゼロであり、体力の向上、筋肉量の

増加が認められたとの研究成果が公開されております。この場合の運動は、スロー

ジョギングとステップ運動でありますが、興味深いデータでございますので、参考

にされてはいかがかと思いますが、ご質問いたします。 

○議長（阿部 寛治） 町長どうぞ。 

○町長（三浦 正） ありがとうございます。 

  ただいま、お話がありましたことにつきまして、詳細に勉強して参考にしてまい

りたいと思います。 

○議員（栗須 信治）これで質問をおわります。 

○議長（阿部 寛治） 次の質問順位に参ります。 

  質問順位２番、荒牧泰範議員。 

○議員（荒牧 泰範） 議席番号１２番、荒牧でございます。 



－ 18 －

  町長に２点ほどお尋ねいたします。 

  まず初めに、「現在の起債状況を尋ねる」ということで、三浦町長が就任され予

算編成をなされた平成１７年度における決算時の地方債残高は約１３０億円でした。

当時の平成４８年までの理論償還計画では平成２８年度まで高額償還となり、その

後は減少へ移る見通しでした。 

  しかしながら、本年度末の残高は、当時の予測より２５億円、議長すいません、

これ通告のときは１５億円でしたが、財政課長の指摘で２５億円の誤りでしたんで、

訂正させていただきます。 

  ２５億円ほど嵩んでおり、当面厳しい償還が続くようです。 

  前町長が臨時経済対策債を活用した折は、起債額が一気に上がったものの、体育

館・立体駐車場・葬祭場・ＪＲガード改修や土地購入等の財産が残り今も有効活用

がなされております。 

  この１０年間、公有財産の目立った増加はなく、その残高増加の理由をお尋ねい

たします。 

  また、この間に尊い人命を失う未曾有の大水害や国の財政難など環境が変化した

ことも事実であり、交付税措置される額も変化していると思われますので、その辺

りを含め、実質一般財源投入額の推移も併せて説明していただきたいと思います。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） 荒牧議員の「現在の起債状況を尋ねる」というご質問にお答え

いたします。 

  まず、議員がおっしゃいましたように、平成１７年当時の理論償還計画、理論償

還計画といいますのは、その後一切起債がないという前提をした際の起債残高がど

のように推移するかということでございまして、これにつきましては、平成１７年

度当初の１３０億４,３００万円から平成２７年度末では、４７億７００万円にな

るとしておったところでございます。 

  これは、平成１７年度以降、何も起債をしなかった場合の理論償還上の残高でご

ざいまして、実際は、決算特別委員会で改めてご報告いたしますが、平成２４年、

２５年度で繰上償還１５億２,３００億円を行った結果、平成２７年度末の起債残

高は７１億２,３００万円でございます。 

  それでは、まず、起債残高の増加の理由について、お答え申し上げます。 

  平成１７年度以降、平成２７年度までの起債額は、これは新たに起債した起債額

のことを申し上げますが、７０億３,７００万円で、その起債額の３分の２は、地
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方交付税のカット分であります臨時財政対策債４６億６,１００万円でございます。

この起債につきましては、１００％交付税算入でございますが、２０年償還で借り

入れるため、起債残高に占める割合が毎年積み重なって伸びておるところでござい

ます。 

  その他、主なものといたしましては、起債の借換えに６億６００万円。投資事業

といたしましては、公園、バイオマストイレ、オアシスのバイオマスボイラー整備

事業等に合計で１億９,５００万円。水路改修等の防災、自然災害対策に４億３,５

００万円、災害復旧に３億８,９００万円、学校施設の耐震、増築、改修費用に１

億７,９００万円、目に見える事業ばかりではございませんが、安全・安心のまち

づくり、教育環境の改善等に取り組んでいるところでございます。 

  次に、一般財源の投入額につきましては、臨時財政対策債を除き、事業ごとに交

付税算入率が異なり、毎年度変動がございますが、平成１６年度末の３３億４,３

００万円から平成２７年度末におきましては、１２億円まで減少いたしておるとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 再質問、はいどうぞ、荒牧議員。 

○議員（荒牧 泰範） あくまで理論償還なんですが、平成１３年、１４年で臨時経

済対策債、それから日本新生緊急基盤整備事業債等、地域活性化債でしたか、それ

併せて、起債を起こしたんですが、起債を起こして理論償還ですね、３年据え置い

て４年後から交付税措置がされるということなんですが、実際にはその償還が、現

実の償還、それからまた４年ないし５年遅れて償還が始まってますもんで、最初に、

交付税が措置されたときに、そこで繰上償還をしておけば、随分楽になったんじゃ

なかろうかなと思われるのですが、その辺りをどう思われるのかが一つと、あと１

７年当時の交付税措置額よりも、現在の措置額の方が１億１,０００万ほど２８年

度よりずっと増加してる、その分は先ほどおっしゃった臨経債の分と捉えて良いの

か、この２点をまずお尋ねしたいんですが。 

  １７年当時、交付税措置されるであろう額よりも、現在２８年以降、交付税措置

される額の方が、見込みよりも１億１,０００万ほど平均上がっているみたいなん

ですが、これは先ほど町長がおっしゃった臨経債の１００％措置分が乗っかってき

てるというふうに捉えて良いのか、その２点をお尋ねいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） まず１番目のご質問についてお答えいたしますが、平成１３年
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度から１６年度の臨時経済対策事業における起債の分の償還、このことにつきまし

ては、非常に曖昧な状況が推測されます。 

  当然それは私が、平成２２年度の決算のときに皆様方にお知らせしたところでご

ざいますけれども、いわゆる元利金の返済については、当然交付税措置というのは、

３年据え置きの１５年返済の前提で交付税が算入されてくるわけでございますが、

そのときの起債の大半が４０年とか３０年とかという借入期間が前提として、大変

長い期間での返済となっておりました。 

  つまり、私どもといたしましては、それに気づいたところで、急いでこれは繰上

償還しなければならないということで、そういう取り組みをしたわけでございます

が、本来であれば今議員がお話のように、借り入れがあるときに、これは交付税は

１５年間で終わるんだから、その分の一定額は当然積み立てて、そして、その分を

繰上償還どんどんしていくということまで、議会の理解を得た上で、取り組まなけ

ればならなかったのではなかろうかというふうに思っております。 

  その辺のところは、非常に私が当初から不明瞭だなというところで思ったわけで

ございますが、その点が確認できたところで、急いで繰上償還に取り組んだところ

でございます。 

  そうしたことから、今振り返ってご指摘があれば、そのように思うわけでござい

ますが、当時は、繰上償還については、私ども執行部も、それから議会の皆様も、

こういう状況だから繰上償還すべきじゃないかというご意見は、１点も無かったよ

うに記憶しております。 

  ２点目の実質返済分の交付税における、その額が増えているというのは、まさに、

臨時財政対策債に対する元利金償還額が増えているものと、私も理解しております。 

○議長（阿部 寛治） はい、荒牧議員。 

○議員（荒牧 泰範） 当時４０年という長いスパンでやられてたということで、平

成２４、２５、２６でしたか、借換債を確か２６億円分ほどでしたか、起こされて

ますが、それは当然、昔の金利に比べて今ゼロベースの金利ですので借り換えした

だけでも助かるんですが、そのときの借り換えが、スパンが確か延びてたんじゃな

かろうかと思うんですが、その辺りはどんなふうに考えたらよろしいか、ちょっと

ご説明いただけますでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） これは、また決算のときにご報告いたしますが、臨時経済対策

事業の際の借り換えをしなければならなかった起債のうち、もうあと残ってるのは
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２本だけでございます。 

  その後、全部、繰上償還しておるところでございまして、額的にはまた詳細に決

算の場で説明いたしますが、あと少しというところまできてるわけでございまして、

その借り換えした分も１７本の起債の部分については、繰上償還しておるわけでご

ざいます。 

○議長（阿部 寛治） はい、荒牧議員。 

○議員（荒牧 泰範） 最後に、ちょっとずれて申しわけないんですが、１５年だっ

たですか、当時の財政担当、総務課長、今長谷課長の方から「一つの事業をやると

きには、その半額をまずもって蓄えておいて、かかるべきが地方自治体のやり方じ

ゃなかろうか」というふうにおっしゃっておりましたが、今度、篠栗駅東の通路、

その他、今から事業を行われると思うんですが、今もその考えのもとにやって行か

れようとしているのか、これはちょっとずれますんで、お答えが無ければ、無くて

も結構ですが、確認だけさせてください。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） ただいまのお考えは、当時の総務課長の考えでございまして、

一概にはそういうことが言えるというものではありませんし、ここでは、私の考え

をご質問されておりませんので、お答えいたしません。 

○議員（荒牧 泰範）終わります。 

○議長（阿部 寛治） １問目は終わりですね。 

  では、２問目をどうぞ。 

○議員（荒牧 泰範） ２問目に「補助金の出し方を問う」ということで、現在、商

工会や社会福祉協議会など各種団体へその目的達成のために補助金が支出されてお

りますが、その支出に対する成果確認と評価がどのように行われているのかを町長

就任時の支出先及び金額と現在の状況を併せてお示しいただき説明をしていただき

たいと思います。 

  例えば、自立するために法人格となった団体もあり、そこへの支出をどの時点ま

で行うのか、上位団体からの指示で出し続けなくてはならないものなどがあれば、

その仕組みなど具体的にお願いいたします。 

  益々、多種多様化する社会に対応するために新たな団体が必要される時代で、こ

の財政難の折に、支出先を増やし続けることは難しく、新規に支出するためには、

既存の補助金を見直すしかないと思われますが、いかがでしょう。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 
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○町長（三浦 正） それでは、荒牧議員の２番目の質問にお答えいたします。 

  「補助金の出し方を問う」というご質問でございました。 

  まず、私の就任時の補助金の支出先及び金額と、平成２７年度決算における支出

先及び金額等のご質問でございますけれども、補助金総額は、認可外保育施設等の

補助金など、現在において委託費に計上されているものを除きますと、平成１７年

度に「篠栗町新行政改革大綱」を策定いたしまして、平成２１年度までの５か年間

で補助金の廃止や見直しを行った結果にもよりますが、決算総額で４,０００万円

ほど減少いたしているところでございます。 

  減少の主なものといたしまして、総務課所管では、職員互助会への補助金８５０

万円。 

  福祉課所管では、社会福祉協議会への補助金６９０万円。シルバー人材センター

への補助金８０万円。また、解散された団体もございますが、遺族会、老人クラブ

等、福祉課所管団体への補助金１２０万円、敬老会補助金７０万円。制度廃止によ

ります心身障害者支援金、母子家庭補助金、高齢者同居世帯手当２,２３０万円。 

  産業観光課所管では、森林関係団体の合併、補助金の見直しによりまして５４０

万円。街路灯補助金を含む商工会補助金１２０万円。 

  都市整備課所管では、リサイクル回収助成金３５０万円。 

  社会教育課所管では、人権関連団体等に１５０万円でございます。 

  反対に増加したものといたしましては、まちづくり課所管では、協働のまちづく

り補助金２００万円。路線バス運行補助金６０万円。 

福祉課所管では、民生委員児童委員協議会等の補助金９０万円。 

  産業観光課所管では、観光協会への補助金に、２７年度は地方創生補助金６５０

万円を含め１,０００万円。森の案内人活動補助金に３０万円。 

  社会教育課所管では、吹奏楽団補助金に６０万円。３校区地域づくり補助金に２

００万円などでございます。 

  なお、各種団体への補助金につきましては、決算書等により事業の遂行度、繰越

額が適正であるかなどを確認するとともに、補助金申請書額で事業内容を精査いた

しまして交付決定しているところでございます。 

  次に、例えばとのご質問でお聞きになっておられる団体につきましてでございま

すが、県からの補助金を直接受け取っておられる団体、また、町以外からの補助の

ない団体があると思われます。どちらの団体でありましても、町が必ず補助金の支

出をしなければならない団体ではございませんで、あくまでも任意で継続している



－ 23 －

ところでございます。 

  しかしながら、篠栗町に必要な団体で、単独での運営が難しいのであれば、補助

金の支出も必要でございます。 

  そうは申し上げましても、無尽蔵に増やし継続していくものではございません。

適正な時期に、適正に判断していかなければならないと考えておりますので、よろ

しくお願いします。 

  以上です。 

○議長(阿部 寛治) 再質問どうぞ、荒牧議員。 

○議員(荒牧 泰範) もう少し成果確認というか、評価の仕方の部分を詳しく教えて

いただきたいのと、あと例えば、今町長がおっしゃったように、町にとって必要な

というか、例えば、商工会だと法に定められて設置しなくてはいけませんで、これ、

自分でやれよと言っても無理な話で、これはもうその上から決まってきたもんで、

ある程度仕方がないのかなというふうに私も理解しておるんですが、そうでない部

分で、もし補助金を出すんだったら、「どこまでぐらいで成果を出してください

よ」という指標をやはり必要だろうと思いますし、そこに至るまでの指導というの

も、責任を持って町としてやっていただくべきじゃないかなと思うんで、そこの２

点ちょっとお尋ねします。 

○町長(三浦 正) 1番目の質問をもう一度お願いします。 

○議長(阿部 寛治) はい。 

○議員(荒牧 泰範) 補助金を出されたときに、その評価「決算書なりを見ていま

す」ということですが、そうでなくて、町として補助金を出すためには、どうい

ったところをこういうふうにやってほしいなと思いを持ってやってらっしゃるん

でしょうから、その現実的な評価というのをやってらっしゃるとすれば、そのど

ういう手法なのか、やってらっしゃらないならやってらっしゃらない、その部分

を教えていただきますか。 

○議長(阿部 寛治) はい、三浦町長。 

○町長(三浦 正) ２点ご質問、ちょっとまとめてという答弁になるかもわかりませ

んが、補助金を出すに当たっては、当然のことながら、毎年所管課でいろいろ協議

をして、その団体と詰めた上で、私どもの全体の査定のところに持ち上がってくる

わけでございますが、今お話のように、どこをどういうふうに使っているかという

チェック等は、個別に今のところ各課で行っているところでございます。 

  それに基づいて、最終的に全体額を含めて判断しているところでございます。 
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  また、「いつまでにどういう効果は」というようなことは、これにつきましては、

監査委員の決算のご指摘の中でも、「補助金についてのあり方、このことをもう少

し具体的に進めるプロジェクトチームを作ってはどうか」というご意見をいただい

ております。 

  そのような点も踏まえて、今議員がお話の「じゃあこれは、この金額出すから、

ここまでにはこんな結果を出しなさいよ」というような具体的な指示をした上で、

期限を切って補助金を出していく、そういうふうなことで、議会の理解を得るとい

うような流れが今後必要であろうかと思っております。 

  補助金につきましては、そのあり方について、私ども役場内でしっかりとそうい

うチームを作って、今後のそれぞれの補助金のあり方を逐一検討して、また議会に

報告してまいりたいと思います。 

○議員(荒牧 泰範) 終わります。 

○議長(阿部 寛治) いいですか、はい。 

  通告３番、横山議員。 

○議員(横山 久義） 議席番号７番、横山でございます。 

  まず、質問に入る前に訂正をですね、お願いしたいと思うんですけども。 

  一般質問の通告一覧表を見ますと、私の質問の予定所要時間が７分になっており

ますが、私が通告したときは１５分でしておりました。事務局長の希望かと思いま

すんで、できるだけそれの希望に沿うようにですね、質問をさせていただきたいと

思っております。 

  三浦町政を財政面から検証するために、質問をいたします。 

  本議会では、別の質問を考えておりましたが、６月議会終了後に行われた町長の

４選出馬の記者会見の記事を見て、財政に関する質問をする必要があると感じた次

第であります。 

  町長は、会見で過去１２年間で１３０億円あった町の起債残高を７１億円に減ら

したことを強調し、「我慢し続けた１２年間から、仕掛ける４年間へ」と出馬理由

を述べられたと記事は伝えております。 

  町民の中で、起債残高の意味を正確に理解できる方は皆無ではないでしょうか。 

  ですから、この一連の記事内容から起債残高を町の純粋な負債だと判断された恐

れが多分にあります。もしこの１２年間で実際の負債が５９億円減少したのなら、

私も賛辞を送りたいと思います。 

  しかし、私が把握している財政数値は、それと大きな隔たりがあります。 
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  さらに申し上げますと、町長は、積立基金等のいわゆる貯蓄の増減に一言も触れ

られていないことも不思議でなりません。財政を取り上げる場合、負債と積立基金

等を同時に論じる必要があるのではないでしょうか。 

  また、我慢し続けた１２年間の意味も理解できそうにありません。 

  なぜなら、町政では、ハード面だけでなく、ソフト面も同じように重要なはずで

す。ですから、もし財政的に苦しかったことが事実であったとしても、財政に余り

負担がかからないソフト面を充実させることはできただろうと考えます。 

  十数年前は、情報の公開度は県下で上位だったものが、最近では下位に低迷して

いるようです。１４歳以下の人口が全体に占める割合も以前は上位だったものが、

今までは順位をかなり落としております。 

  １４歳以下の比率が減少していることは、取りも直さず、子育て世代の人口比率

が減少し、町の活力が損なわれつつあることを意味しております。 

  このほかにも、ソフト面に関し、質したいことは多々ありますが、今回は財政に

絞って尋ねることにいたします。 

  財政に関する具体的数字は、後ほど財政課長に尋ねるとして、町長には起債につ

いて説明をお願いいたします。 

  なぜなら、町の財政を町民の方に説明する場合、もっとも丁寧かつ慎重に説明し

なければならないことは、起債に関してだと思うからであります。 

  国において、いつから起債が制度化されたかは承知しておりませんが、おそらく

制度化された当時と今とでは、その運用の仕方が大きく変化していると考えます。 

  ですからまずは、起債が制度化された当初の理念等を町民の方にわかりやすく説

明をしてください。 

  次は、現在の起債の運用についてお尋ねをいたします。 

  国は１,０００兆円を超える巨額の借金を抱えているため、現在の起債運用は、

本来の理念から逸脱したような手法が用いられるのではないかと思っております。

本来の起債運用と何がどう違ってきたのかを説明願います。 

  次は、財政課長に三浦町政誕生前の平成１６年度と、議会の認定を受けた中で最

も新しい平成２６年度決算の一般会計における財政状況をお聞きします。 

  数字は百万円単位でお願いをいたします。 

  まずは、実際の町の負債についてお尋ねをいたします。 

  １６年度、２６年度、両年度の起債残高及びその中で国が負担すべき金額が交付

税に算入されていますので、その交付税算入額、そして、起債残高から交付税算入
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額を差し引いた額が実際の町の負債となるわけですので、その額を教えてください。 

  次は、基金等の積立金についてお聞きいたします。 

  まずは、平成１６年度について。 

  一つ目は、積立基金の金額。 

  二つ目は、その他の積立金として、国保支払い準備金、市町村災害共済基金、土

地開発公社の決算額。 

  三つ目、取り崩し可能な積立金として、積立金及びその他の積立金の合計額。 

  四つ目として、一般会計における翌年度への繰越金の額。 

  五つ目、積立金の総額に当たる取り崩し可能な積立金と翌年度への繰越金の合計

金額、そして最後に積立金と負債の差額を教えていただきたいと思います。 

  同じように、平成２６年度についてもお聞きをいたします。 

  ただ、平成２６年度では、土地開発公社は解散し、その剰余金は一般会計に繰り

入れられております。 

  同様に、市町村災害共済基金も一般会計に繰り入れられているため存在しません。 

  そのことを踏まえお聞きいたします。 

  一つ目は、積立基金の額を教えてください。 

  二つ目、その他の積立金として、国保支払い準備金の額。 

三つ目として、翌年度への繰越金の額、そして、積立金の総額に当たる、以上３

項目の合計額。 

  そして最後に、積立金と負債の差額について教えていただきたいと思います。 

  なお、財政課長の説明をお聞きし、町長に再質問を行いたいと思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） 答弁をお願いします。 

  はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） それでは、横山議員の「三浦町政における財政状況の推移につ

いて」検証いただきありがとうございます。 

  その質問に答弁をいたします。 

  冒頭、先の私の次期町長選挙への出馬表明の新聞記事についてお話がございまし

たので、少し私の意見を述べます。 

  私は記者発表の席で、次の４年間で目指すことを５項目について思いを述べまし

た。この場でその内容をお話しするのは趣旨が違いますから申し上げませんが、記

者発表の場でも、５項目のポイントだけをお話し、詳細な内容を述べることはいた
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しませんでした。その冒頭で「我慢し続けた１２年から、仕掛ける４年間へ」と、

私の思いを冒頭申し上げたわけでございますが、その真の意味は、これまで議会や

住民向け説明会、或いは広報ささぐり、そしてまた、今、荒牧議員とのやりとりで

も申し上げましたように、篠栗町のいわゆる「平成２８年問題」の解決こそが喫緊

の課題であるという認識から、その解決を最優先してきたという意味のことを象徴

的に申し上げたつもりでございます。ですから、そのようにご理解いただかないと、

私もまた詳しい詳細な説明に踏み込んで内容を話していかなければなりませんので、

よろしくお願いします。 

  記者発表という限られた時間での私の思いとして、いわばキャッチコピーとして

の「我慢し続けた１２年から、仕掛ける４年間へ」というふうに申し上げたとご理

解いただければありがたいと考えます。 

  また、起債の額の推移につきましては、記者発表の際に、今年の住民説明会の資

料の二つのシートを添付してそのうちの１枚でございまして、それには基金の推移

も記載しております。新聞記者の解釈によってかの記事になったと理解しておりま

す。私が取り立てて強調したつもりはございませんのでご承知おきください。 

  まず、第１の「本来の起債制度、その理念等について」のご質問にお答えいたし

ます。 

  議員もご承知のとおり、起債は地方公共団体である町にとっては、地方債でござ

いますが、町が財政上必要とする資金を外部から調達することによって負担する債

務で、その履行は一会計年度を越えて行われるものを言いました。元来、公営企業

の経費や建設事業費の財源として活用されるもので、将来に及んで負担していくべ

きものが、起債という債務となると考えております。 

  次に、第２の「起債の残高が本来の起債と何が違ってきたか」のご質問でござい  

ますが、これについては、先ほども申し上げましたように、確かに「臨時財政対策

債」というのがございまして、これが地方交付税、地方に交付すべき地方交付税の

財源が国にないことから、その不足分を地方に起債を起こさせるというものでござ

いまして、本来の起債の趣旨とは異なるものと考えております。 

  平成２７年度末の起債残高７１億２,２００万円のうち、臨時財政対策債残高は

４６億４,２００万円ございました。もし地方交付税が満額配分されておれば、こ

の起債はなかったものと考えております。 

  それでは、財政課長に平成１６年度と２６年度の財政状況につきましては、ご質

問の項目に従って答弁をさせますのでよろしくお願いします。 
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○議長（阿部 寛治） はい、立花財政課長。 

○財政課長（立花 博友） それでは、私のほうから、横山議員の財政状況について

の説明をさせていただきます。 

  まず、１６年度でございます。 

  起債残高は、その時点で１３０億４,３００万円でございます。 

そのうち交付税算入額は９７億円。 

実質、町の負債額は、①から②を引きまして３３億４,３００万円でございます。 

  その当時の積立基金は３４億９,２００万円。 

国保支払い準備金は２億５,０００万円。 

市町村災害共済基金 ５億２,８００万円。 

それから、土地開発公社の決算額は４,２００万円でございます。 

  今言いました積立金から土地開発公社の決算額までの合計が４３億１,２００万

円。 

その当時の翌年度への繰越金が３億１,３００万円ありまして、３つの合計が４

６億２,５００万円でございます。 

  積立金と負債との差は、その当時１２億８,２００万円でございました。 

  ２６年度におきましては、起債残高は７４億４,３００万円。 

そのうち交付税算入額は６３億５,８００万円。 

実質、町の負債は１０億８,５００万円です。 

  積立基金は２８億１,３００万円。 

国保の支払い準備金は、同額の２億５,０００万円でございます。 

  災害基金土地開発公社につきましては、解散になっておりますので一般会計に繰

り入れております。 

翌年度への繰越金が３億２,０００万円で、積立金の合計といたしまして３３億

８,３００万円でございます。 

  積立金と負債との差は、１６年度当時１２億８,２００万円から２６年度末で２

２億９,８００万円となっております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、横山議員。 

○議員(横山 久義） まずは、町長に起債に関する質問というよりか、少し私の方か

ら説明をさせていただきたいと思うんですけども、先ほどの町長の答弁で、いわゆ

る起債残高が増えた、その中には、臨時財政対策債１００％これは国が負担すべき
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ことなんですが、それを町に取りあえず起債をしなさいと、そしてそれを交付税算

入で補いますということで、そのことだけを言われておりましたが、それだけでは

なく、例えば、いろんなものを作った場合の国の補助金、これについても交付税算

入というふうな手法を国は取らざるを得ないというのは、国にその補助金をその年

度に支払うだけのですね、財源があればこういうことにはならないんですけども、

何しろ一千兆を超える借金を抱えております国自体が、ですから、こういうふうな

手法を取らざるを得なくなる、それはそれでいいんですけども、そこの仕組みがで

すね、職員の方は皆さんわかってあると思うんですけども、なかなかわかりづらい

ですね。 

  ですから、ここは本当に今後は丁寧にですよ、説明してやらないと全然全く違っ

たように受けとめてしまうんです。 

  ですから、例えば、実際の町の負債は、どういう表現して良いのかわかりません

けども、見かけ上の、いわゆる負債はこれだけやけども、実際は町の負債はその中

のこれだけですよだとかですね、そういうふうな形で、町民の方が誤解がないよう

にですね、やっていただきたいなと。 

  ですから、起債についての再質問はいたしません。 

  それでは、町の負債に関して、今、財政課長のいわゆる答弁に従ってですね、ま

ずは、確認をしていきたいと思っております。 

  また、町の実際の負債についての確認をさせていただきたいと思います。 

  平成１６年度起債残高、名目上、いわゆる町が何らかの形で借り入れてる額が１

３０億４,３００万円、そして、その中で国が負担しなければいけない、いわゆる

交付税算入額、これが９７億あるんですね、ですから、それは差し引かないと本当

の町の負債が出てこない。差し引きますと、先ほど答弁されたように３３億４,３

００万円ということなんです。 

  これも３３億も負債があるじゃないかと言われるかもしれませんけども、ただ、

後で話しますけども、それ以上の、例えば積立金があれば、これまた問題はまた違

ってくると思うんです。 

  それから、平成２６年度についての確認をいたします。 

  起債残高が７４億４,３００万、平成２７年度の数字を町長いろいろこう言われ

ておりましたけれども、まだ２７年度の決算が、我々は報告も受けてないし認定も

してない。ですから、あくまでも２６年度についてですね、私はお話をしたいと思

うんですけども、起債残高７４億４,３００万円、それから、国のいわゆる負担で
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ある交付税算入額が６３億５,８００万円なんですね、大部分が国が背負うべき負

担なんですよ。それを差し引いたら、実際の町の負担は１０億８,５００万にすぎ

ないということでございます。 

  ですから、これは１６年度から２６年度の１０年間で２２億５,８００万円、実

際町の負債が減少したことになるということで、これでよろしいかどうかを、まず

町長に確認をさせていただきたいと思います。 

  だから、１６年度の実際の町の負債が３３億４,３００万になってますね。それ

が２６年では、実際の町の負債が１０億８,５００万になってます。 

  ですから、この１０年間で差し引きした２２億５,８００万、町の負債が減って

ますということでよろしいかどうかということです。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） 答える必要ないということでございましたけれども、いろんな

意味での交付税算入というのはですね、私どももいろんな、国からは「こういう取

り組みをします、こういうふうにやってください」「この資金については交付税算

入をいたします」ということで、最近は始終そういう説明を受けて新しい事業に取

り組んでいるわけですが、それをずっと積み上げていくと、本来なら交付税また上

がるはずだなと思ってても、総額では殆ど変わらない。そういう意味で今、冒頭ご

指摘がございました交付税というものの非常に私どもの見えにくいところというの

を最近ひしひしと感じておるわけですが、そもそも交付税というのは、私どもが地

方公共団体として財政運営する必要なものをちゃんと充当できる分を計算した上で、

その町の財政力規模に応じた額を交付税として出しているわけでございまして、新

規事業であるとか、町のおまけの事業といいましょうか、町らしい独特の個別の事

業さえ行わなければ、町が運営できるという前提で交付税は配分されているわけで

ございます。それでは住民の皆様方にとって本当に住民の福祉の向上に役立つ行政

運営ができるかというとそうではございませんので、いろんな知恵を絞り、いろん

な町の特性を生かした事業をしていくということで、本当にこの交付税だけでは足

りないなというふうなのが現実としてあるわけでございます。 

  それはさておきまして、今ご質問がありました「平成１６年度実質町の負債は３

３億でしたよ、これが実質２６年度では１０億８,５００万円になりましたよ、２

２億円弱減ったと理解していいんですね」というお話でございます。 

  ただそれはそれで、議員のご指摘のとおりであろうかと思いますが、今いろいろ

質問されてある指標の中にはですね、ストックの視点とフローの視点がごちゃ混ぜ
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になってるんですね。 

  ですから、要は決算書上の数値の中に、いわゆる交付税算入額というのは、これ

から将来交付税に見合う分の金額が入っている。もちろん、起債残高も１３０億４,

３００万というのは決算の残高ですけど、それから以降ずっと返済していく分の残

高ですよというものが入ってる。それに見合う分には、将来これだけ交付税算入が

されますよというフローの問題が入っている。 

  それと、その１６年度末、２６年度末で切ったストックの中での討議といいまし

ょうか、議論というのは、私としては、一部かみ合わないと言いましょうか、それ

はごちゃ混ぜにして議論するべきものではないというふうに思っている部分がある

ことをお話し申し上げます。 

○議長（阿部 寛治） はい、横山議員。 

○議員(横山 久義） なかなか難しい答弁でございました。 

  私はただ、１６年度と２６年度の差がですね、間違いないかどうかを確認しただ

けでございます。 

  我々議員は、あくまでも決算なら決算で出てくる数字、そのことで議論をせざる

を得ない。 

  その中で例えば、先ほど町長言われたように、「交付税の仕組みは、中身は本当

はわからないんだよ」そういうことを言われると、これはどうすることのもできな

いんですね。 

  だから、例えば、交付税算入というものが、ストックがない例えば事業も何もし

なかった、そういうときに、今と同じような交付税が入ってくるのかどうか、恐ら

く私は今以上に低かったんだろうと思います。その最後の１円までですね、計算上

の交付税が入ってくるかどうかは、私もそれは定かでありませんけども、それはや

はり国を信用してやらないと成り立たんのじゃないかなと。あくまでも、国が言っ

てることを信用した上での質問をしてるわけですから、国を懐疑的になればですね、

もっとやはり町として、国はこう言ってるけども信用できんから、もっと例えば、

予算の規模を縮小するだとか、そういうふうな方向に行かざるを得なくなるんじゃ

ないかなと思います。 

  それはいずれまた議論することにいたしまして、次にいきます。 

  次もまた確認ですけども、この積立金、一般の方には、貯蓄と言った方が分かり

やすいかもしれませんけども、平成１６年度４６億２,５００万ございました。 

  平成２６年度は、これが３３億８，３００万、差し引きで１２億４，２００万減
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ってるということでございますが、このことについて、間違いがないかどうかだけ

まず確認をさせていただきたいと思います。 

  先ほど財政課長が申し上げました、いわゆる１６年度の、いわゆる積立金の総額

ですね、積立金の総額が４６億２,５００万、もちろんこれには翌年度の繰越金も

含まれてます。それと平成２６年度の積立金ですね、３３億８，３００万円。 

  失礼しました、３３億８,３００万ですね、その差額が、１２億円４２００万円、

それで間違いないかどうか確認します。 

○議長（阿部 寛治） はい、町長。 

○町長（三浦 正） 先ほどの財政課長が申し上げたとおりでございます。 

○議長（阿部 寛治） いいですか横山議員、はい、どうぞ。 

○議員(横山 久義） ここではちょっと訂正しなければいけないもんで、明らかな数

字はちょっと言えませんけども、かなり１６年度から２６年度で積立金の方が減額

になっております。 

  ですから、このこともですね、加味してこの１０年間でどうだったのかというこ

とをやはり議論すべきことだろうと思うんですね。 

  年間恐らく１億ちょっとぐらいの、いわゆる貯蓄が毎年増えたということで理解

していいんじゃないかなと思うんですけども、だから、その確かに１億何がしかの

いわゆる貯蓄を増やすことも、今の御時世、大変なことかもしれません。 

  ですから、これただ１２年間ですね、やりたいことをやらなくて我慢してやった

割には、私はちょっと少ないんじゃないかな、主にですね、正直言って。 

   これは、余り強調できるほどの数字じゃないような気もしますんで、これは、

主観の問題と言われれば仕方ありませんけども、もしそれについてコメントがあり

ましたらお願いします。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） 多分に主観の問題ではございますけれども、冒頭申し上げまし

たように、記者発表の場でのいわゆる、一つの表現として申し上げたところでござ

いまして、要はこの１０数億円減額になったというものは当然のことがながら、こ

の間のいわゆる繰上償還の財源として使って、要は将来に対して交付税の算入期間

を超えて自主財源、いわゆる一般会計の持ち出しとして、返済していかなければい

けない部分を返済することに使ったという前向きな取り組みをしたというふうに私

自身は評価しているところでございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、横山議員。 
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○議員(横山 久義） 最後に、これは質問ではないんですけども、この際、平成１６

年度前任者のですね、責任の年度だと思うんですけども、このときの、いわゆる実

際の町の負債３３億４,３００万、その貯蓄の方が、それを上回る４６億２,５００

万円。だから、１２億８,２００万積み立ての方が、その時点でも多いわけですよ、

あれだけいろんな事業をやったといって、起債残高が１３０億を超えたとしてもで

すね。だから、先ほど荒牧議員とのやりとりの中で、町長が答弁された中で、いわ

ゆる確かに、そのときは理論償還じゃない、いわゆる返済を述べた事業もあります、

全部じゃないんですけど。でもそれは、一つの手法であってですね、あくまでも、

交付税算入というのは理論償還で戻ってきます。 

  ですから、その戻ってきたものはですね、あくまでも返済に充てるということが

前提なんです。これは、財政運営をするときの基本だと思うんですね。 

  だから、それをやらないと、交付税がいっぱい来たよと使っちゃえとなると大変

なことなんですね。 

  だから、やっぱりそういうふうな財政運営をやっていかれたら、確かに、返済の

期間を延ばしたとしてもですね、繰上償還という手法は当然出てくるわけですから、

そういうことも、もう今はですね、そういうことはよくわかってあると思うんです

から、そういうこともやって財政運営をやっていただきたいと思っております。 

  それから、何度も言うようですけど、財政と言うことはですね、なかなかやっぱ

り町民の方に理解されにくい。 

  ですから、もう恐らく２７年度の決算の認定が終わると、いわゆる広報なんかに  

も出ると思うんですけども、その中にですね、これも財政課長にお願いするのが筋

かもしれませんけども、いわゆる今さっきから何度もわたしが言ってるような見か

け上の町の負債がこうですよと、でも、その中で国が責任持って返済するのが幾ら

ですよ、だから町の本当の負債がこれなんですよと言うことを書いてですね、そし

て、傍らには貯蓄にあたる積立金などが幾らありますと、差し引きこれだけ２７年

度は、まだ積み立て貯蓄のほうが多いんですだとか、それは毎年やはりどっかでい

いですからね、書いていただけるようにしていただければと思っております。 

  それから、最後これは町長だけじゃなくて、職員全員の皆さんにお願いしたいん

ですけれども、私は町長が言われたような、いわゆる表現は違うかもしれないけど

も、攻めの町政というのは、いまから本当に大事だと思うんですよ。もうそれをや

らないと、この篠栗町の周辺の町から取り残されるんじゃないかなというふうにも

思います。 
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  ですから、職員・執行部一丸となって、もちろん議会もですね議会なりまた勉強

してアドバイスできることはしますから、今までも一生懸命に頑張ってあると思う

んですけれども、さらにですね、頑張っていただきますようお願いいたしまして質

問を終わります。 

○議長(阿部 寛治) 町長、何かコメントがありますか。 

○町長(三浦 正) コメントしてもよろしゅうございましょうか。 

○議長(阿部 寛治) どうぞ。 

○町長(三浦 正) すいません、再質問をいただいたわけではございませんが、私の

考え方として、横山議員がいろいろご指摘された指標に基づく、その切りわけの仕

方に基づく、現在の状況の把握、或いは、平成１６年度の把握につきましては、再

度申し上げますが、私の考え方としては、ストックとフローが非常に入り組んだ形

になっておりまして、仮に今積立金と負債の差額が２２億９,８００万円ございま

すよというのも、これについても、今後の返済の仕方で如何様にも変わってくるわ

けでございますので、その辺ところは、考え方に若干の相違があるかなというふう

に思っておるところでございます。 

  今後につきまして、私なりの分析に基づいた、町民の皆様方や、或いは、議会の

皆様方へ説明をしてまいりたいというふうに思っております。 

  併せまして、その基金等、起債等の残高推移等々について、「ちゃんと明確に説

明しておったほうが良いよ」というご指摘をいただきましたが、これにつきまして

は、毎年の町民の説明会、今年５月に開催いたしましたが、それにおきまして、こ

れちょっと小さい紙でございますけれども、「基金の残高が今これだけあります。

起債がこれだけあって、臨時財政対策債はこれだけあります。基金はこれだけあり

ます。実質はこれで私どものほうは、今積立金との差額はこれだけあります。」と

いうような説明は、会場では説明しているつもりでございますが、それについては、

もう少し詳しく、いろんな場で説明をしてご理解を賜るようにしていきたいと思っ

ております。 

  最後に、ご指摘ありました攻めの町政というのは、私も全く同感でございまして、

篠栗町が、元気ある都市圏の中で生き残っていくためにも、今後も今ご指摘のある

ような方法でしっかりと住民の皆様のために、「住んでよかった」と思っていただ

けるようなまちづくりをしたいというふうに、かねがね思ってるところでございま

す。 

  どうもありがとうございました。 
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○議長（阿部 寛治） ただいま、１１時１８分です。 

  大体１時間で暫時休憩をというところですけど、今から休憩に入りたいと思いま

す。 

  時間は、２５分から再開したいと思いますのでお願いいたします。 

（暫時休憩）午前１１時１８分～１１時２５分 

○議長（阿部 寛治） では、再開いたします。 

  質問順位４番、古屋宏治議員。 

○議員（古屋 宏治） 議席番号１番、古屋でございます。 

  よろしくお願いいたします。 

  休憩前は、非常に重たい大事な話がありましたけども、私の今回の提案は、質問

は、前向きの話ですので、ぜひお聞きいただきたいと思います。 

  本日は、町長に「クラウドファンディングを導入・活用したまちづくりについ

て」質問いたします。 

  町長の新年の挨拶に「篠栗町自立宣言」で、「自分たちのまちのまちづくりは自

分たちの手でという自治意識による行動とその結果の積み重ねを信じて、全町民の

力を集結して、頑張っていきましょう。」と述べられておられます。 

  これからは、国からの交付金も期待できず、人口減少、少子高齢化等に伴う厳し

い財政状況になると思われます。その中で、地域を活性化し自立的なまちづくりを

進めるには、行政だけではなく地元企業や住民、さらには、篠栗町を愛する地域外

の人も含めた、さまざまな人にまちづくりに対し心を持ってもらうことが大事なこ

とだと思います。 

  その手法の一つにクラウドファンディングという手法がございます。 

  このクラウドファンディングとは、アイデアがあっても資金が手元にないという

場合に、アイデアをプラットホームというインターネットを活用した仕組みを通じ

て公開し、幅広い大衆の方々にアピールをすることで、賛同する不特定多数の人か

ら資金の支出や協力を募り、そうすることで資金力が乏しい中でも多くの新しいア

イデアのプロジェクトが生み出され、夢の実現に向かって取り組むことができる手

法でございます。 

  多くの人から寄付金や事業資金を集めて、何らかのプロジェクトを実行すること

は、古くから行われており、決して新しい発想ではありませんが、ここでいうクラ
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ウドファンディングは、そこにインターネット上のプラットホーム（仲介人）とい

う仕組みが介在することにより、資金を集める人たちの情報がよりダイレクトで広

範囲に賛同する人々に伝えることが新しい点と言えます。 

  このクラウドファンディングには大きく三つに分類されまして、寄付型、その名

のとおりプロジェクトに対し出資を行うがあくまでも寄付であるためリターンを求

めないタイプ。 

  購入型、プロジェクトへ出資することでそのリターンとして出資額に応じた金銭

以外の商品やサービスを受け取るタイプ。 

  投資型、出資者が特定の企業などに出資を行い、リターンとして金銭、配当や利

益の一部、又は、株式が発行されるという三つのタイプがございます。 

  町が行うさまざまなプロジェクトによって、パターンが考えられると思いますが、

クラウファンディングを積極的にまちづくり事業に活用できないかと思い質問をさ

せていただきます。 

  まず、１問目、篠栗町として、町が起案者となりクラウドファンディングを導

入・活用できないかと思い質問いたします。 

  国内には、幾つもの自治体クラウドファンディングを立ち上げておられます。 

  ここで数例、紹介させていただきます。 

  奈良県では、県が取り組むプロジェクトを多くの方々に知っていただき、また、

応援してもらうことで、今まで以上に奈良県を身近に感じてほしいとの職員の思い

から、平成２７年度からクラウドファンディングを活用した「あなたと奈良県を繋

ぐ、奈良県をもっと身近に感じてほしいプロジェクト」を行ってあります。 

  奈良県は、寄付型に特化したクラウドファンディングを活用しておられます。 

  これがその奈良県が出してあるクラウドファンディングのホームページでござい

ますけども、この中に写真とかが入っておりまして、市長さんの顔写真も入って、

市長さんの想いがずっとつのってあります。 

  このプロジェクトは、ＲＥＡＤＹＦＯＲ（レディーフォー）というサイトを活用

してありまして、ガイヤの夜明け、それから、カンブリア宮殿などで紹介されてお

ります。 

  ２０１１年３月にオープンから４,４７０件以上のプロジェクトの資金調達を行

い、日本最多の１７万人から２６億以上の支援金を集めているサービス会社でござ

います。 

  それから、福井県鯖江市の地域の「らしさ」をだれもが楽しめる社会をつくろう
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をコンセプトに地域を盛り上げるプロジェクトに特化したクラウドファンディング

を活用してあります。 

  これは、ＦＡＡＶＯ（ファーボ）鯖江というファンディングでございまして、鯖

江市は、平成２６年１２月よりクラウドファンディングＦＡＡＶＯ鯖江の運営を行

っております。 

  新しいアイデアや夢を持っている皆さんが、資金面で新たな活用を諦めることの

ないよう、クラウドファンディングという資金調達手段を手軽に活用できる環境を

整えることで、鯖江市は皆さんの夢の実現を応援しますということで、鯖江市がＦ

ＡＡＶＯという地域特化型の運営会社の、エリアオーナーをされて運営をしており

ます。 

  このＦＡＡＶＯという会社もガイヤの夜明けで紹介されております。 

  それから、鎌倉市では、新たな観光ルートの設置のためのクラウドファンディン

グを活用した看板の裏に寄付金をいただいた方の名前を書くというようなプロジェ

クトもあります。 

  それから、佐賀県では、有田焼の事業を促進するためのクラウドファンディング

を活用してあります。 

  この佐賀県では、運営会社と覚書を結び、有田町、伊万里市、嬉野市、各市で復

旧啓発セミナーを行われ、県民にクラウドファンディングの仕組みを理解してもら

い、県がプロジェクトを立ち上げておられます。 

  その他にも、いろいろな県や市町村が、数多くの地域に特化した自治体クラウド

ファンディングを活用して、篠栗町でも町民や町を想う人からの資金を提供を願う

ことで、町の財政確保になると思い提案いたします。 

  今のが１問目で、１問目は、篠栗町が起案者となってやれないかという点でござ

います。 

  ２問目は、行政が町民に普及促進のＰＲ、説明会や相談会ができないかと思い質

問いたします。 

  行政からこのクラウドファンディングの仕組みを町内外の方々、各種団体等の

方々に、積極的に説明会や相談会をしていただき、先ほどの佐賀県のような何度も

セミナーを開いていただき理解を得ることで、町民プロジェクトを立ち上げること

により、町民参加でのまちづくり、篠栗町を愛する方々のアイデアで一つ一つ額は

小さくてもお互いが手を合わせることで、住民の夢や志を生かしたまちづくりがで

きると思います。 
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  また、各種団体からのプロジェクト提案をしてもらうことにより、現在町が支出

している補助金、先ほども補助金のお話がありましたけども、その補助金が少しで

も減り、財政負担が軽くなると思い行政として積極的に効果的なＰＲ活動ができな

いかと思い質問いたします。 

  以上、２問でございます。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） それでは、古屋議員の「クラウドファンディングを導入・活用

したまちづくりについて」のご質問に答弁いたします。 

  その前に、私と前質問者であります横山議員との討論では、「重い」というお話

をされましたが、非常に建設的なご指摘と前向きな議論であったと私はそのように

思っておりますのでご報告申し上げます。 

  「クラウドファンディングの導入・活用したまちづくりについて」のご質問でご

ざいます。 

  全国の自治体において少子高齢化に伴い人口減少社会を迎えるなどの影響で厳し

い財政状況の中、地域を活性化し、持続的かつ自律的なまちづくりを進めるために

は、行政やそれに携わるまちづくり企業などだけではなく、地元企業や住民さらに

地域外の支援者も含めた多様な主体が参画し、経済的にも活動を支える新たな仕組

みを構築することが重要と言われておるわけでございます。 

  最近、他の自治体におきまして取り入れられております「ふるさと投資」は、ふ

るさと寄付金に次ぐ取り組みと言われ、その手法としてクラウドファンディングが

活用されているところでございます。 

  委員からお話がありましたように、クラウドファンディングは、個人や企業、そ

の他の機関が、インターネットを介してアイデアやプロジェクト紹介し、それに共

感し、賛同する一般の人から広く資金を集める手法でございますが、従来から何か

新しいプロジェクトを始めようとした場合、資金調達がなかなか容易ではないわけ

でございます。 

  このクラウドファンディングの資金調達の手法でありますが、仲介業者と言われ

るインターネットサイト事業者を介して寄付、購入、投資などの形態により、町内

外の個人や企業等から少額の資金を多く集めていくという仕組みで、いわゆる小さ

な個人投資家からの調達方法と言えるのではないでしょうか。 

  また、事業の目的や取り組み・活動の経緯等を示すことで資金調達者の顔が見え
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やすい仕組みでもありました。 

  個人が個々の事業者の想いに応えて資金を提供する側面が強いことから、個人や

中小企業者等にとって金融機関とは異なる新たな資金調達手段となりうるだけでは

なく、マーケティングやファンづくりの手段、起業のための学習の場としても活用

できると考えられます。 

  行政側のメリットとしては、地域課題の解決や財政負担の軽減、地域のＰＲやフ

ァンづくり、新しい支援の形が期待されているわけでございます。 

  先ほどもお話がありました全国の導入例といたしましては、名所の修復費用や古

民家の再生事業、商品開発、空き家を活用したカフェ、ペットなどの動物愛護に関

することなどが幅広い支援を受けて成果を挙げていると聞いております。 

  今後、導入にあたり地域・事業の担い手が新しいプロジェクトを実行するために

は、町と地元金融機関、仲介業者、地域内外の個人等が一体となることでプロジェ

クトの効果がより広く町内にもたらされるようにならなければなりません。 

  そのためにも、購入者や投資者への配当やリワードいわゆる特典に関することや

ルールづくりなど透明性を確保するなどの検討が必要となると考えられます。 

  また、本町といたしましても投資者から投資したいと思ってもらえるような素材

発掘と下地づくりが肝要であろうかと考えます。 

  これらを踏まえて、町内外から篠栗版まちづくりクラウドファンディングとして

認識されるような形づくりが行えるよう、導入に向けて検討を重ねてまいりたいと

考えます。 

  これらをクリアした上で、クラウドファンディングを活用したふるさと投資に対

するＰＲ活動に取り組みたいと考えます。 

  今後も、このようなアイデアを積極的に取り入れていくことで、まちづくりのさ

らなる推進とこの仕組みによる創業支援の一環と捉えて、「篠栗町自立宣言」への

足掛かりとなるように進めてまいりたいと考えておりますので、引き続きご指導賜

りますようよろしくお願いいたします。 

○議長(阿部 寛治) はい、古屋議員。 

○議員(古屋 寛治) ありがとうございました、是非、前向きに検討していただきた

いと思いますし、例えば、篠栗町で今後、役場庁舎の建替えプロジェクトが発生す

ると思われますけども、そのときの建築費の一部をこのクラウドファンディングを

活用し、寄付型、若しくは購入形で資金を募り、プロジェクトに参加していただい

た方の名前をその建物のどこかに残していくよと、そういうようなプロジェクトも
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考えられると思いますし、今、やってらっしゃいます森林セラピー、これに関する

クラウドファンディングを立ち上げ、町長の想いや森林セラピーの素晴らしさをア

ピールすれば、インターネット上に公開されますので、それが日本中、世界中に広

告が流れます。そういうことで、資金の提供プラスアルファのこの森林セラピーの

素晴らしさのアピールができるんじゃないかと思いますのでよろしくお願いいたし

ます。 

  それと、先ほど町長の言葉の中にも出ました「ふるさと投資」というものがござ

います。 

  一つは、町が起案者となってクラウドファンディングを活用するというやり方と、

もう一つは、町が起案者でなく町が関与したやり方でのクラウドファンディングの

参加と、町長の話の中にもあったと思いますけども、運営業者プラットホームを運

営している企業と町が連携し、資金調達のテーマの設定や募集の申請等について行

政が審査し、アドバイスを行ったり、また案件を審査し、複数事業者の事業をマッ

チングさせたり、共同提案に導くことでプロジェクトの厚みを増すことができると

思います。 

  また、このクラウドファンディングを活用して、満額の資金が調達できた場合、

その調達額に行政が一定額を上乗せして助成するというような取り組みもできると

思います。 

  先ほど言われました「ふるさと投資」、これは平成２６年１０月３１日に、内閣

府に事務所を置く「ふるさと投資連絡会議」が設立されております。平成２８年２

月１９日時点で、全国１７９団体が構成されており、構成員は、地方公共団体、地

域金融機関、全国銀行協会、全国新聞連絡連合会、日本政策銀行、金融庁、経済産

業省、国土交通省、農林水産省、内閣官房、内閣府地方創生室と、その他たくさん

の団体で構成されております。 

  この「ふるさと投資」の定義に書いてありますことが、地域資源の活用やブラン

ド化、地方創生等の地域活性化に資する取り組みを支えるような事業に対するクラ

ウドファンディング等の手法を用いた小口投資であって、地域の自治体等の活動と

調和が図るものと定義してあります。 

  期待される効果としましては、地方公共団体や地域金融機関等の事務担当者によ

る活用により、①ふるさと投資への理解、②ふるさと投資に対する効果的な関与に

より、地域資源の活用やブランド化などの事業の発掘促進。発掘促進された、さま

ざまな事業が支える地域活性化の実現が進むことを期待しますとあります。 
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  また、ふるさと投資の手段としては、クラウドファンディングを活用ということ

も記してあります。 

  国が進めるクラウドファンディング活用事業でございますので、ぜひ、このこと

を町のほうでも取り組んでいただきたいと思います。 

  それと、最後ですけども、このクラウドファンディングという新たな資金調達手

法は、近年対等した新たなスキームであること。 

  また、インターネットを活用したスキームであることから世代間でその認知度や

利用意向には大きな差があると思われます。そのため、クラウドファンディングの

スキームをより多くの町内事業者、町内外の方々に利用してもらえるよう効果的な

広告ＰＲをしていただき、プロジェクトの価値や必要性をアピールしながら共感を

得られれば、定住促進や地域の活性化、観光交流促進、子育て支援など幅広いまち

づくりが期待できると思います。 

  また、プロジェクトを通じて、町の魅力を先ほども申しましたけども、日本中、

世界中に広く発信することも可能であり、さらなる篠栗町のファンもできると思い

ます。 

  また、ふるさとを離れて生活する人の中にも、ふるさとと繋がっていたい、少し

でもふるさとの役に立ちたいと思う人たちにも共感いただけるものだと思います。 

  ぜひ、このクラウドファンディングのまちづくりの手法として、ぜひ取り入れた

いと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） 何かありますか。 

  はい、どうぞ。 

○町長（三浦 正） ただいまの議員のご意見にありました分をしっかり勉強して、

取り入れに向けて前向きに考えたいと思います。 

  よろしくお願いします。 

○議長（阿部 寛治） 質問順位５番、田辺弘之議員。 

○議員（田辺 弘之） 議席番号２番、田辺弘之でございます。 

  本日は、「被災者台帳『被災者支援室システム』の導入・運用について」質問い

たします。 

  ９月１日は防災の日でございました。 

  先ほど冒頭で栗須議員からございましたように、今年は、熊本、大分の地震、ま

た台風が異常に発生し、また大雨がどんどん降ってきて、何があるかわからない状
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況でございます。 

  幸いにも篠栗町は、被害はございませんでしたが、これから先のことを考えて、

今回の質問をさせていただきます。 

  被災者台帳とは、災害が発生した場合、被災者の擁護を総合的かつ効果的に実施

するための基礎となる台帳であり、災害対策基本法第９０条の３の第１項において、

市町村の長が作成することができるとされ、同第２項において、その内容が記載さ

れております。 

  その内容とは、①氏名、②生年月日、③性別、④住所又は居所、⑤住家の被害そ

の他市町村長が定める種類の被害の状況、⑥擁護の実施の状況、⑦要配慮者である

ときは、その旨及び要配慮者に該当する事由、⑧前各号に掲げるもののほか、内閣

府令で定める事項の８項目です。 

  この被災者台帳を導入することによって、被災者の状況を的確に把握し、迅速な

対応が可能となるほか、被災者が何度も申請を行わずに済む等、被災者の負担軽減

が期待されております。 

  このため、近年、東日本大震災や広島土砂災害、熊本・大分地震等、大規模災害

のみならず災害が多発する中、被災者台帳の作成への認識が高まりつつありますが、

その作成は必ずしも進んでおりません。 

  こうした実態を踏まえ、内閣府（防災担当）においては、平成２６年度被災者台

帳調査業務報告書を取りまとめ、地方自治体に対して、先進事例集、導入支援実証

報告及びチェックリストを提示しております。 

  この内閣府の報告書において、被災者台帳の先進事例の一つとして取り上げられ

ている「被災者支援システム」は１９９５年の阪神・淡路大震災で壊滅的な被害を

受けた兵庫県西宮市が独自に開発したシステムで、現在、地方公共団体情報システ

ム機構（Ｊ－ＬＩＳ）の「被災者支援システム全国サポートセンター」において、

全国の地方公共団体に無償で公開提供されております。 

  このシステムの最大の特徴は、家屋被害ではなく、被災者を中心に据えている点

でございます。 

  住民台帳のデータをベースに被災者台帳を再作成し、これを基に、罹災証明書の

発行、支援金や義援金の交付、救援物資の管理、仮設住宅の入退居など被災者支援

に必要な情報を一元的に管理します。 

  これによって被災者支援業務の効率化はもとより、被災者支援業務の正確性及び

公平性を図ることができます。 
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  システム導入に当たっては、厳しい財政事情の中、「システム経費までは捻出で

きない」、「いつ起こるか判らないことにお金も労力もかけれない」、また「ＳＥ

のようなコンピューターに精通した職員がいない」等、消極的な意見が聞かれます。 

  しかし、この被災者支援システムは、阪神・淡路大震災の最中に、西宮市の職員

が被災住民のために開発したもので、必ずしも高いＩＴ能力のある職員がいなけれ

ばできないわけではございません。新たな設備は特に必要なく、既存のパソコンが

あれば十分に対応できるものでございます。 

  また、導入にあたっては、地方自治体からの求めに応じて、被災者支援システム

全国サポートセンターから無償で講師を派遣することも可能です。 

  被災者支援システムの導入については、導入自治体も確実に増えております。 

  ５月には熊本地震で被災した熊本市をはじめとして益城町や南阿蘇村など、１５

市町村が家屋の被害状況や避難先、支援メニューの利用状況などの情報を一元管理

するため、この「被災者台帳システム」を導入いたしました。 

  平成２８年５月時点で９１０の自治体が運用しており、システム導入自治体の一

つである奈良県平群町では、昨年６月１９日に世界銀行が視察に訪ねてきており、

世界からも注目される取り組みとなっております。 

  これらを踏まえて、「被災者支援のシステム」の導入・運用について、次の項目

を質問いたします。 

  ①町の地域防災計画には被災者台帳に関しての記載はあるのか。 

  ②篠栗町では被災者台帳をどのような形で作成しているのか。 

  ③「被災者台帳システム」を導入することは可能か。 

  の以上３点を質問いたします。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、三浦町長。 

○町長（三浦 正） それでは、「被災者台帳『被災者支援システム』の導入・運用

について」の田辺議員のご質問に、まず私からお答えいたしますが、災害に対する

備えは、日ごろから防災意識の醸成、災害が起こったときの被害を最小限に止める

ための危機管理のノウハウの構築等多岐に亘っておりまして、そのいろいろな場面

を想定して役場職員、地域の皆様が率先して訓練を継続しているところでございま

す。 

  まさに、「自助」「近助」「共助」「公助」が一体となってこそ、災害に強いま

ちづくりが可能となると自覚しております。そうした篠栗町の防災に対する考えを
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前提とした上で、ご質問がありました３項目につきましては、総務課長から個別に

答弁をいたしますので、まずよろしくお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、総務課長。 

○総務課長（大塚 哲雄） それでは、被災者支援システムの導入・運用につきまし

て、まず、１点目の「地域防災計画における被災者台帳の記載について」のご質問

にお答えをいたします。 

  被災者台帳の整備は、平成２５年１０月に施行されました「災害対策基本法の一

部改正」により市町村長に対してその作成に関する権限が付与されております。同

法の改正は、被災者に関する個人情報等を、当該市町村内の関係部署における共有、

或いは他の公共団体等への提供を可能にすることにより、被災者支援をより効率的

に行うことができるようにすることを目的としたものでございます。 

  現行の本町地域防災計画では、この被災者台帳に関する計画は特に定めておりま

せんが、「支援漏れ」や「手続の重複」なくし、中長期にわたる被災者支援を総合

的かつ効率的に実施するためには、こうした台帳の整備は急務であると認識いたし

ているところでございます。次期の地域防災計画の改訂作業を本年１０月から行う

予定にいたしております。 

  当該被災者台帳の整備につきましては、篠栗町防災会議に諮問してまいりたいと

思っております。 

  次に、２点目の「本町における被災者台帳の整備について」のご質問にお答えい

たします。 

  先ほど申し上げましたとおり、被災者台帳は整備しておりませんが、「避難所運

営マニュアル」や「避難者台帳」は既に整備し、災害時に避難者支援のために必要

な情報管理が行えるよう努めているところでございます。この避難者台帳は毎年、

各行政区の自主防災組織に配布し、いざというときに町全体で情報を共有できる体

制整備を進めているところであります。 

  最後に３点目の「被災者支援システム」の導入についてのご質問にお答えいたし

ます。 

  「被災者支援システム」は、被災者台帳をもとに、被災状況、避難所状況、緊急

物資などの情報を一元管理することにより、罹災証明の発行や救援物資の管理が容

易に行えるなど、実践的で使いやすいいいシステムであると認識いたしております。

以前から導入に向けた検討を重ねてきたところでありますが、本年度におきまして

は、試験的に一部のコンピューター端末にシステムを導入し、住民基本台帳システ
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ムとの連動、データの互換性などをしっかり検証し、できるだけ早期の運用を目指

した導入計画を策定してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） では、再質問どうぞ。 

  田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） 非常に、この西宮が開発した被災者システムは、ものすごく

安い金額でできるということで、これ私、調べたんですけども、もしこれ大手な

コンピューター業者にシステム開発を委託した場合、人口の規模が違いますが、

仙台市の平成２３年度被災者支援システム基本設計業務委託の落札価格は、１,５

００万円、横浜市の平成２５年度被災者支援システム開発業務委託においては、

入札価格が４,７００万円から５,２００万円となっておりました。 

これに比べて、この被災者支援システムは、これは先ほど言いました平群町の

電算課の方が、その当時作ったシステムの金額を書いてあるんですけども、これ

状況にはいろいろあると思うんですけれども、まず導入価格が、平成２１年当時

にサーバーの本体、これはハードウエアの保守が５年、そして、無停源電源込み

で２０万円ほど、そして操作用のディスプレイ、これは必須でありませんが、こ

れも２０万円ほど、導入経費が、データ変換プログラム一式、これは住基変換・

データ変換４０万円（平成２１年度）、要支援者データ変換一式５０万円（平成

２６年度）というぐらいの経費でかかっております。 

  もし、この篠栗町が導入する場合、どのくらいの経費がかかるか、ちょっと教え

てほしいんですが。 

○議長（阿部 寛治） どうぞ、総務課長。 

○総務課長（大塚 哲雄） 金額的にはですね、まだちょっと検討の段階ですので、

正確な金額等は出ておりませんが、まずは、住民基本台帳のシステムとの連動がど

うなるべきかということを検証するのが、まず必要であろうと思います。 

  それによって先ほど申しましたとおり、データの互換性等も検証して、その中で

費用対効果、実効性をも併せた上で、町独自のですね、オリジナルをもった機能へ

の改良も含めてですね、検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） それから先ほど、できるだけ早くと言われたんですけども、

実際、熊本なんかでは、５月に地震が起きまして、もう既に１５市町村が導入して



－ 46 －

ます。時期はいつぐらいまでにできるかどうか。 

  ちょっと教えてほしいんですが。 

○議長（阿部 寛治） はい、総務課長。 

○総務課長（大塚 哲雄） これにつきましては、災害時ということで緊急性が非常

に重要だと思っております。 

  来年度、若しくは再来年度までにはですね、データの検証をしっかりした上で導

入できる方向で急いで検証してまいりたいと考えております。 

○議長（阿部 寛治） 三浦町長。 

○町長（三浦 正） ただいま、お話になりました導入につきましては、現在私ども

の町の役場の中でですね、住民課が主に使うシステム台帳、税務課が使う、都市整

備、産業観光課、総務とそれぞれ個別で動かしてる部分がありますので、それを今

一体にしようという動きをして、総投資額を減らした上で、それぞれの利用を簡素

化し、そしてまた有効に活用できるようにしようという動きを今検討しておるとこ

ろでございます。 

  それに乗せるのが１番いいかなというふうに思っておりますので、今総務課長は

答えましたように、「分かりました、来月から検討して１２月には」ということで

はなくて、今進めているプロジェクトに併せて乗せていくっていうのが１番効率的

かと思っておりますので、そのように指示をしたいと思っております。 

○議長（阿部 寛治） はい、田辺議員。 

○議員（田辺 弘之） できるだけ早急に、よろしくお願いします。 

 以上で質問終わります。 

○議長（阿部 寛治） 引き続きまして、質問順位６番、山田眞士議員。 

○議員（山田 眞士） はい。 

  議席番号４番、日本共産党の山田でございます。 

  はい、それではもう早速、お昼の時間になりましたもので、急いでやりますので。 

  はい、今回の私の質問は、新総合事業についてでございます。 

  「新総合事業」介護予防・日常生活支援総合事業とも言えますが、これは、２０

１７年４月までに、全ての市町村で、実施することが決定されております。 

  この「新総合事業」は、これまで予防給付として、提供されていた、全国一律の

訪問介護と、通所介護（デイサービス）を、地域の実情に応じて、多様な生活支援

ニーズに応えるサービスを総合的に提供できる仕組みに見直すこととしています。 

  厚生労働省は訪問介護、通所介護事業所を「みなし指定」として、そのまま新総
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合事業に移行させ、一方で、多様なサービスとして新たに「基準緩和Ａ型」「住民

主体Ｂ型」「短期集中Ｃ型」などのサービス類型を示していますが、本町における、

多様なサービスの整備は、どうなっているのかを次の３点を通して質問させていた

だきます。 

  一つは、全国各地では、採算の合わない事業所の廃止・倒産が進行していて、住

民から介護サービスを奪う事態となっていますが、利用者の生活と、介護事業所の

運営を守るために、訪問型、通所型とも現行相当サービスは、継続できるのか、そ

のように整備していこうとされておられるのかをまず問いたいんです。 

  ２番目には、新しい制度では、窓口で基本チェックリストにより、従来の介護認

定が受けられるのか、総合事業の対象者となるのかが、決められますが、チェック

リストによる振り分けには何の問題点もないのか、検討はされていますか。 

  例えば運動器関連の項目で、「１５分間くらい続けて歩いていけますか」という

項目ですが、これには、杖、装具、手押し車を使用しているのか、歩行時の安定性

などは問題にしていません。 

  また、チェックリストの実施は、必ずしも専門職でなくともよいとなっています

が、このチェックリストでは専門職でない事務職員が十分な聞き取りをしないまま

に、簡単に振り分けを行ってしまうという問題は、出てこないのだろうかというこ

とを、質問させていただきます。 

  それで３番目に、処遇改善加算と、介護報酬引き下げという、矛盾した国の政策

の結果、本町の幾つかの事業所でも、経営は、重い負担となっています。 

  また処遇改善加算を習得できなかった事業所は、介護報酬の引き下げの影響だけ

を受けることになり「経営はさらに苦しくなっている」と。私個人的にアンケート

調査を事業所にさせていただきました。そのように出ています。 

  例え、このことにより、国の政策の結果「介護職員の人も集められない」という

ような状況に陥っている中小の事業所もあることをアンケートによってわかりまし

た。 

  この事業所の経営が圧迫されることは、地域にとってかけがえのない雇用を奪う

ことになり、同時に、利用者から介護サービスを奪うことにもなりかねないのでは

ないですか。 

  この新総合事業について、本町においては、どういうふうな整備を行っていこう

とされているのかを質問したいと思います。 

  その前に答弁をいただく前に、この本町における低所得者ですね、年収が２００
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万２５０万以下の人が、本当に多いんです。 

  それから、介護の認定を受けておられる、要支援１と２は毎年３０名ずつ増えて

います。２３年から。 

  このことを踏まえて、私の質問に、福祉課の課長に、答弁をお願いいたします。 

○議長（阿部 寛治） 町長から、はい、どうぞ。 

○町長（三浦 正） 山田議員の新総合事業についての御質問に、まず私から、お答

えいたしますが、御質問にもありましたように、平成２７年４月に介護保険の大幅

な見直しが行われまして、「介護予防・日常生活支援総合事業」が始まりました。 

  そしてこの事業のことを、ただいまお話がありましたように総合事業または新総

合事業と言っているわけでございます。 

  これは、高齢の方ができるだけ介護を要する状態にならずに自立して暮らし続け

られるよう、自治体が、介護予防や生活支援のためのサービスを行う事業でござい

ます。 

  介護保険では、日常生活において、介護を必要とする状態の「要介護認定」と、

見守りや支援を必要とする状態の「要支援認定」の２種類の認定があります。 

  そのうち、要支援認定に関しては、専門の職員が行わなくとも、地域の力を活用

して支援が行われるよう、国の方針が定められたわけでございます。 

  そして、平成３０年３月までに要支援の方の訪問介護や、通所介護サービスを総

合事業へ移行していくこととなっているわけでございます。 

  それでは、御質問の３項目につきまして、福祉課長から答弁をいたします。 

○議長（阿部 寛治） はい、福祉課長。 

○福祉課長（井上 勝則） では、介護保険担当課であります福祉課の方より、今の

御質問について、答えさせていただきます。 

  まず問１の「現行相当サービスが維持できるように整備されるのか」という質問

についてですが、要支援の方の総合事業の移行につきましては、まず、①認知機能

の低下により、日常生活に支障がある症状や行動を伴う方、②退院直後で状態が変

化しやすく、専門的なサービスが特に必要な方、③身体介護が必要な方、そういっ

た方につきましては、専門知識を有する職員でなければ、対応できない方につきま

しては、現行相当サービス、すなわち、利用者にとっては、今までと同じサービス

を受けてもよいということになっております。 

  篠栗町でも、この４月から総合事業に取り組み始めました。 

  このため、７月から介護保険認定申請後の認定結果により、訪問介護と通所介護
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サービスを利用される要支援者に対しまして予防給付から総合事業における現行相

当サービスへと移行を行ってまいっております。 

  要支援の方の、現在の状況を尊重する形で、混乱がないように、穏やかに事業移

行を行っております。 

  今後は、先ほど説明しました、利用者の状況で、判断を行うことになっておりま

すので、該当する状況であれば、現行サービスを利用することができることになっ

ております。 

  次に問２の「専門職でない事務員が、十分聞き取りしないままに簡単に振り分け

を行う、こういう問題が出てくる可能性はあるか」という質問に対してですが、ま

ず、基本チェックリストとは、先ほど申し上げました、総合事業を受ける必要があ

る方かどうかを判断するために、厚生労働省が作成した２５項目の質問に回答する

アンケートのようなものでございます。 

その内容につきましては、勝手に変えてはいけないことになっております。 

時間がかかる介護認定とは違いまして、基本チェックリストを利用しますと、事

業対象者かどうかは瞬時で判断が出来ます。 

  厚生労働省は、基本チェックリストは、一般職員が聞き取ってもよいように想定

しておりますが、篠栗町では、専門資格の職員を配置するとともに、受付の職員に

よって振り分けに差が出ないように、受け付けを行う高齢者支援係は、地域包括支

援係とともに勉強会を開いているところでございます。 

  また、住宅改修や福祉用具のレンタル、デイケアに通うなど認定申請が必要なサ

ービスもございますので、窓口にこられた方に申請を受け付けさせないということ

はございません。 

  最後に、問３の処遇改善加算についてですが、これは、介護職員に対して付く加

算ございまして、ほとんどの事業所に付いております。 

  篠栗町にある介護事業所に対して確認を行いましたところ、全ての事業所につき

まして、処遇改善加算が付いております。 

  介護保険は国の施策であり、篠栗町は、福岡県介護保険広域連合に加盟しており

ますので、篠栗町独自で認定できる事項とできない事項がございます。 

  介護保険の事業所につきましては、事業所同士の連携強化や、新制度に対します

学習会のために、隔月で事業者連絡会を開いております。 

  また、１月から５月にかけて、各地区のいきいきサロンを回り、介護保険説明を

行いました。 
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  総合事業につきましては、今後住民や事業所の皆様の御理解と御協力をいただき

ながら、さまざまな取り組みを行う予定であり、そうした事業が始まりましたら、

随時お知らせしたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい再質問、山田議員。 

○議員（山田 眞士） 一つだけ、質問しておきます。 

  今ですね、処遇改善加算については、全ての事業所に処遇改善加算が付いておる

と答弁されたんですけども、私の調査では、アンケートでは、処遇改善加算が付い

てないとこがあります。 

  というよりも、申請をしてないと聞いております。 

  ここは、本当に全ての事業所を、調べられたんでしょうか。 

○議長（阿部 寛治） はい。 

  福祉課長。 

○福祉課長（井上 勝則） 一応、担当者の方より、篠栗町内の事業所に対しまして、

電話で確認をいたしております。 

  ただ、処遇改善加算につきましては、今日申請して、明日から付くというわけで

はございませんので、多分、もしかしたら、今現在、申請中のところもあるかもし

れません。 

  ただ、先程申したように、全ての事業所に対しましても、付くように申請を行っ

ているというふうにうけたまわっております。 

  なお、処遇加算につきましては説明申しましたように、介護職員について付く加

算でございます。 

  そのため、例えば事業所におきましては、たとえば、事務職員とか、運転手とか、

そういった方につきましては、こういった加算が付かないことになります。 

  ですから、同じ事業所内で給料に差が付く。 

  そのために処遇改善加算を申請しないというところ、あと、この加算を付けた場

合は、同じように、今度は利用者負担が増えることになります。そのため、利用者

負担、「利用者のことを考えて申請しないよ」そういったところは、町内以外の事

業者では、聞いたことがございます。 

  以上でございます。 

○議長（阿部 寛治） はい、山田議員。 

○議員（山田 眞士） ただその事業所についてはですね、あとで課長に、知らせま
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すので、そこで、もう１回問い合わせして下さい。 

  そして最後に、この質問で申し上げたいことは、とにかく介護のサービスについ

ては、今までの健康サービスを維持していただきたいということです。 

  なぜならば、先ほど冒頭で言いましたように、篠栗町では年収が２００万以下の

方々が本当に多いです。 

  ２.５人から１人の割合です。 

  それから介護認定の１・２、要支援の１・２と、介護１・２は本当に増えていま

すので本当に現行のサービスを維持するような新総合事業の改革をやっていただき

たいとお願いして私の質問を終わります。 

○議長（阿部 寛治） 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

  これをもちまして散会とします。 

散会 午後１２時１５分 


